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林
業
の
新
た
な
挑
戦

内
閣
府
が
平
成
一
九
年
五
月
に
実
施
し
た

「
森
林
と
生
活
に
関
す
る
世
論
調
査
」
に
よ

る
と
、
森
林
に
対
す
る
期
待
と
し
て
「
二
酸

化
炭
素
を
吸
収
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
球
温

暖
化
防
止
に
貢
献
す
る
働
き
」
が
第
一
位
に

な
っ
て
い
ま
す
。
第
二
位
の
「
山
崩
れ
な
ど

の
災
害
を
防
止
す
る
働
き
」や
第
三
位
の「
水

資
源
を
蓄
え
る
働
き
」
な
ど
の
機
能
に
も
多

く
の
期
待
が
寄
せ
ら
れ
、
国
民
の
森
林
に
対

す
る
関
心
も
多
様
化
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ

う
な
期
待
に
応
え
て
い
く
上
で
、
特
に
人
工

林
に
お
い
て
は
、
適
切
な
森
林
整
備
を
進
め

る
こ
と
が
必
要
で
す
。

こ
う
し
た
中
、
我
が
国
の
森
林
の
所
有
形

態
は
六
割
が
私
有
林
、
三
割
が
国
有
林
、
一

割
が
地
方
公
共
団
体
が
所
有
す
る
公
有
林
と

な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
人
工
林
の
割
合

は
、
国
有
林
の
三
一
％
に
対
し
て
私
有
林
は

四
六
％
。
私
有
林
は
人
為
的
な
作
業
を
よ
り

必
要
と
す
る
人
工
林
を
多
く
抱
え
て
い
る
状

況
に
あ
り
ま
す
。
私
有
林
に
お
け
る
森
林
整

備
の
多
く
は
、
市
町
村
森
林
整
備
計
画
の
下

で
、
森
林
所
有
者
の
意
向
や
意
欲
に
基
づ
い

て
施
業
が
実
施
さ
れ
ま
す
が
、
近
年
で
は
所

国
産
材
の
安
定
供
給
を
支
え
、

健
全
な
森
林
を
将
来
へ
と
引
き
継
ぐ
林
業
経
営
の
確
立
に
向
け
て

有
者
の
高
齢
化
な
ど
か
ら
、
森
林
組
合
や
素

材
生
産
業
者
等
の
林
業
事
業
体
に
作
業
を
委

託
す
る
傾
向
が
強
ま
っ
て
い
ま
す
。
温
暖
化

対
策
と
し
て
間
伐
な
ど
の
森
林
の
整
備
が

い
っ
そ
う
求
め
ら
れ
る
中
、
森
林
整
備
を
計

画
的
に
実
施
し
て
い
く
た
め
に
は
、
意
欲
あ

る
林
業
事
業
体
等
の
担
い
手
を
確
保
、
育
成

し
て
い
く
こ
と
、
そ
し
て
機
械
設
備
等
の
充

実
を
図
る
こ
と
や
適
切
な
施
業
を
行
な
う
技

術
力
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
に
な
っ
て

き
ま
す
。
ま
た
、
担
い
手
が
森
林
所
有
者
か

ら
施
業
を
長
期
的
に
受
託
す
る
こ
と
に
よ
り
、
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第１部 森林及び林業の動向

１　森林に対する国民の期待の高まりと林業の役割

（１）地球温暖化防止等に貢献する森林の整備の必要性
（地球温暖化防止等に対する期待の高まり）

　内閣府が平成19年５月に実施した「森林と生活に関する世論調査」によると、

森林に期待する働きとして、「二酸化炭素を吸収することにより、地球温暖化防

止に貢献する働き」が最も高くなっている（図Ⅰ－１）。また、「山崩れや洪水な

どの災害を防止する働き」や「水資源を蓄える働き」など国民生活の安全や安心

につながる森林の機能への期待にも大きなものがある。さらに、森林には、「空

気をきれいにする働き」、「心身の癒しや安らぎの場を提供する働き」、「貴重な野

生動植物の生息の場としての働き」などの公益的機能を発揮していくことが期待

されている。

図Ⅰ－1　森林に期待する働き
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資料：内閣府「森林と生活に関する世論調査」（平成19年５月）
　注：1）回答は、選択肢の中から３つを選ぶ複数回答であり、期待する割合の高いものから並べている。
　　　2）選択肢は、特にない、わからない及びその他を除き記載している。

　また、本世論調査では、森林に対する期待について、いくつかの地域差がみら

れる結果となっている。例えば、温暖化防止への期待は全国的に高い水準にある

が、町村から東京都区部にいくほどより高くなっていく一方で、災害防止への期

待はその逆に減少していく傾向がみられる（図Ⅰ－２）。森林から離れて居住す

る者ほど地球温暖化防止のようにその恩恵が広く国民に及ぶ機能についての関心

がより高く、森林の間近に居住する者ほど日々の生活と直接的なかかわりの深い

森林に期待する働き

森
林
に
対
す
る
国
民
の

期
待
の
高
ま
り
と
林
業
の
役
割

1地
球
温
暖
化
防
止
等
の
期
待
に

応
え
る
た
め
の
森
林
整
備

近
年
、
木
材
貿
易
を
取
り
巻
く
情
勢
は
、

中
国
や
中
東
諸
国
に
お
け
る
木
材
需
要
の
増

加
、
原
油
価
格
の
高
騰
や
ユ
ー
ロ
高
な
ど
に

起
因
す
る
輸
入
価
格
の
上
昇
、
ロ
シ
ア
に
お

け
る
丸
太
等
の
輸
出
税
の
引
き
上
げ
な
ど
先

行
き
が
不
透
明
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

一
方
、
国
産
材
は
、
利
用
可
能
な
資
源
が

充
実
し
つ
つ
あ
る
中
、
加
工
技
術
の
向
上
に

よ
り
曲
が
り
材
や
小
径
材
を
合
板
や
集
成
材

に
利
用
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
っ
て
き
た
こ

と
も
あ
り
、
平
成
一
三
年
か
ら
一
八
年
の
間

に
合
板
で
の
国
産
材
利
用
量
は
六
倍
、
集
成

材
で
は
同
二
倍
に
増
加
す
る
な
ど
、
木
材
加

工
分
野
に
お
い
て
国
産
材
が
見
直
さ
れ
て
き

て
い
ま
す
。

ま
た
、
国
産
材
専
門
の
製
材
工
場
に
お
い

て
も
、
大
規
模
工
場
の
素
材
入
荷
割
合
が
増

加
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
住
宅
産
業
に
お

い
て
も
、
環
境
へ
の
配
慮
の
観
点
か
ら
、
森

林
づ
く
り
と
関
連
づ
け
な
が
ら
、
国
産
材
を

利
用
し
た
住
宅
の
長
所
を
消
費
者
に
Ｐ
Ｒ
す

る
動
き
が
見
ら
れ
ま
す
。

安
定
供
給
可
能
な

資
源
と
し
て
の
国
産
材
へ
の
期
待

2国
産
材
が
見
直
さ
れ
る
今
、

追
い
風
の
中
に
あ
る
林
業

こ
の
よ
う
に
木
材
産
業
や
住
宅
産
業
の
国

産
材
利
用
へ
の
関
心
は
、
こ
れ
ま
で
以
上
の

高
ま
り
を
み
せ
て
き
て
お
り
、
国
産
材
の
安

定
供
給
を
現
実
に
求
め
る
状
況
が
生
じ
て
い

ま
す
。
こ
う
し
た
動
き
に
的
確
に
応
え
て
い

く
た
め
に
は
、
林
業
の
担
い
手
は
施
業
の
集

約
化
を
進
め
、
主
伐
だ
け
で
は
な
く
利
用
間

伐
（
間
伐
材
を
搬
出
し
資
源
と
し
て
利
用
し

て
い
く
方
法
）
に
よ
る
木
材
生
産
を
計
画
的

か
つ
集
約
的
に
実
行
し
、
年
間
を
通
じ
て
一

定
の
素
材
生
産
量
を
確
保
し
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。
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第１部 森林及び林業の動向

（２）安定供給可能な資源としての国産材への期待
（国産材への期待の高まり）

　近年、木材貿易を取り巻く情勢は、中国や中近東等における木材需要の増加、

原油価格の高騰やユーロ高などに起因する輸入価格の上昇、ロシアにおける丸太

等の輸出税の引上げなど先行きの不透明さを増してきている。

　一方、国産材は、利用可能な資源が充実しつつある中、加工技術の向上により

曲がり材や小径材を合板や集成材に利用することが可能となってきている。平成

13年から18年の間に、合板での国産材利用量は６倍、集成材では同２倍に増加

している（図Ⅰ－４）。このように、従来は外材を中心に取り扱ってきた合板、

集成材等の木材加工分野において、国産材が見直されてきており、国産材の安定

的な供給への期待が高まってきている。

　また、住宅産業においても、環境への配慮の観点から、国内で実施している森

林づくりと関連づけながら、国産材を利用した住宅の長所を消費者にＰＲする動

きがみられる。

　このように、木材の需要者となる木材産業や住宅産業の国産材利用への関心は

これまで以上の高まりをみせてきている。

図Ⅰ－4　合板、集成材の国産材利用量の推移
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資　料：合板：農林水産省「木材需給報告書」、「木材統計」
　　　　集成材：林野庁業務資料
　　注：集成材は製品、合板は素材の量

集成材

合板

効
率
的
か
つ
持
続
的
な
方
法
で
森
林
整
備
を

行
な
う
こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
き
ま
す
。

合板、集成材の国産材利用量の推移
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こ
の
よ
う
に
、
地
球
温
暖
化
防
止
を
は
じ

め
と
す
る
公
益
的
機
能
を
発
揮
す
る
健
全
な

森
林
を
育
成
し
て
い
く
上
で
も
、
木
材
産
業

が
求
め
る
原
木
を
安
定
的
に
供
給
し
て
い
く

上
で
も
、
持
続
的
な
林
業
生
産
活
動
と
森
林

整
備
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
そ

れ
ら
を
支
え
る
た
め
に
は
、
チ
ャ
レ
ン
ジ
精

神
を
も
っ
た
意
欲
あ
る
林
業
の
担
い
手
が
育

成
さ
れ
、
持
続
的
な
林
業
経
営
の
確
立
に
向

け
て
か
じ
を
取
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

森
林
整
備
と
安
定
供
給
を

支
え
る
林
業
の
重
要
性

3我
が
国
の
小
規
模
な
森
林
所
有
形
態
に
起

因
す
る
森
林
施
業
の
効
率
性
の
低
さ
を
克
服

し
て
い
く
た
め
に
は
、
森
林
の
経
営
や
管
理

を
所
有
者
の
み
に
任
せ
る
の
で
は
な
く
、
地

域
の
核
と
な
る
意
欲
あ
る
担
い
手
へ
と
委
託

す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
こ
と
が
重
要
と
な

り
ま
す
。

近
年
で
は
、
原
木
の
安
定
供
給
を
進
め
る

上
で
必
要
と
な
る
施
業
の
集
約
化
を
図
る
た

め
、
意
欲
あ
る
森
林
組
合
等
の
林
業
事
業
体

が
、
森
林
所
有
者
に
対
し
て
施
業
の
提
案
を

行
う
取
組
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
取

組
は
、
森
林
の
現
況
を
踏
ま
え
た
上
で
森
林

新
た
な
林
業
に
向
け
た
胎
動

4提
案
型
の
取
組
に
よ
る

森
林
施
業
の
集
約
化

所
有
者
に
対
し
、
間
伐
等
の
必
要
な
施
業
を

提
案
す
る
と
と
も
に
、
過
去
の
施
業
実
績
に

よ
り
得
ら
れ
た
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
、
コ
ス

ト
計
算
を
行
い
、
そ
の
実
施
に
か
か
る
経
費

や
伐
採
木
か
ら
得
ら
れ
る
収
入
等
の
収
支
見

込
み
を
示
し
、
森
林
施
業
の
受
託
を
進
め
よ

う
と
す
る
も
の
で
す
。

た
と
え
ば
群
馬
県
の
多
野
東
部
森
林
組
合

は
、
平
成
一
八
年
度
か
ら
施
業
提
案
型
の
集

約
化
に
取
り
組
み
、
施
業
の
工
程
管
理
や
単

価
設
定
等
、
コ
ス
ト
管
理
技
術
の
向
上
に
努

め
て
い
ま
す
。
平
成
一
八
年
度
に
は
モ
デ
ル

団
地
と
し
て
七
〇
ha
の
団
地
を
設
定
し
、
森

林
所
有
者
一
四
名
に
施
業
内
容
や
収
支
等

を
示
し
た
プ
ラ
ン
を
提
示
し
、
了
承
を
得
て

い
ま
す
。
ま
た
一
九
年
度
に
は
、
そ
の
内
の

三
〇
ha
に
お
い
て
作
業
路
網
と
高
性
能
林
業

機
械
を
用
い
た
集
約
化
施
業
を
実
行
し
、
森

林
所
有
者
に
収
益
を
還
元
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
林
業
事
業
体
は
、
隣
接
す
る

所
有
者
の
森
林
施
業
を
集
約
化
し
、
間
伐
等

の
施
業
地
の
ま
と
ま
り
が
確
保
さ
れ
れ
ば
、

地
域
全
体
を
見
据
え
な
が
ら
、
間
伐
や
路
網

の
整
備
等
を
個
々
に
行
う
場
合
よ
り
も
効

率
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
集
約
化
さ
れ
た
施
業
地
か
ら
は
、
ま

と
ま
っ
た
量
の
原
木
を
製
材
工
場
な
ど
の
需

要
者
へ
安
定
的
に
供
給
す
る
こ
と
も
可
能
と

な
り
ま
す
。
そ
し
て
、こ
う
し
た
取
組
に
よ
っ

て
林
業
経
営
の
採
算
性
を
向
上
さ
せ
、
森
林

所
有
者
へ
の
収
益
還
元
へ
と
つ
な
げ
て
い
く

こ
と
が
可
能
に
な
る
の
で
す
。

こ
れ
か
ら
の
林
業
は
こ
の
よ
う
な
提
案
型

の
取
組
に
よ
る
施
業
の
集
約
化
を
各
地
で

41

Ⅰ　林業の新たな挑戦

要な施業を提案するとともに、過去の施業実績により得られたデータに基づいて

コスト計算を行い、その実施にかかる経費や伐採木から得られる収入等の収支見

込みを示し、森林施業の受託を進めようとするものである。

　施業の集約化により間伐等の施業地のまとまりが確保されれば、作業路の整備、

高性能林業機械の導入などが図られ、間伐等の実施コストを低減することが可能

となる。また、集約化された施業地からまとまった量の原木が製材工場などの需

要者へ安定的に供給することが可能となる。林業事業体が、このようなメリット

を活かし、森林所有者の負担を軽減する形で、あるいは、間伐材の販売収入を還

元できる形で、森林所有者に対し収支見込みを提示できれば、森林所有者からの

集約化に対する賛同も得やすくなり、森林所有者と林業事業体との間の合意形成

が円滑に進むことになる。

　これにより、林業事業体は、隣接する所有者の森林施業を集約化し、地域全体

を見据えながら、計画的な間伐や路網の整備等を個々に行われる場合よりも効率

的に実施することによって、国産材原木の安定供給を実現し、林業経営の採算性

の向上、森林所有者への収益還元へとつなげていくことが可能となる（図Ⅰ－21）。

図Ⅰ－21　提案型による集約化施業のイメージ図

個々に切捨間伐
又は

利用間伐を実施

現　状
原木の安定した供給

施業の集約化により
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利用間伐を推進【施業の集約化】

林業事業体が森林所有者との合意により
間伐等の事業地をとりまとめて施業
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間伐の
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流通コスト

間伐の
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による収入
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さらには
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森林施業プランナーが、森林所有者に集約化の
メリットによる負担軽減や収益還元を提案して
合意形成を円滑化

提案型による集約化施業のイメージ図
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推
進
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。
そ
し
て
、

こ
れ
ら
の
取
組
は
、
森
林
組
合
、
素
材
生
産

業
者
、
製
材
業
者
等
が
そ
れ
ぞ
れ
に
有
し
て

い
る
人
材
、
機
械
、
情
報
力
、
資
金
力
等
を

踏
ま
え
た
上
で
、
地
域
の
実
情
に
即
し
た
効

果
的
な
形
で
行
わ
れ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま

す
。下

の
表
で
紹
介
し
て
い
る
よ
う
に
、
施
業

提
案
活
動
の
実
施
に
つ
い
て
は
、
森
林
所
有

者
と
の
つ
な
が
り
が
深
い
こ
と
か
ら
森
林
組

合
が
中
心
的
な
役
割
を
担
う
ケ
ー
ス
が
多
い

と
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
施
業
の
実
施
に
つ
い

て
は
森
林
組
合
が
有
し
て
い
る
作
業
班
や
機

械
の
状
況
が
地
域
に
よ
っ
て
異
な
っ
て
い
る

こ
と
や
、
素
材
生
産
業
者
が
利
用
間
伐
に
必

要
な
情
報
や
優
れ
た
技
術
力
等
を
有
し
て
い

る
地
域
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
施
業
提
案
活
動

と
実
際
の
施
業
を
行
う
仕
組
み
に
つ
い
て
は
、

多
様
な
形
態
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
林
業
事
業

体
等
の
間
で
の
連
携
や
適
切
な
競
争
も
行
い

な
が
ら
、
そ
の
地
域
に
最
も
適
し
た
効
果
的

な
仕
組
み
が
構
築
さ
れ
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

そ
し
て
、
将
来
的
に
は
施
業
を
効
率
的
に
実

施
で
き
る
林
業
事
業
体
が
一
定
の
地
域
の
広

が
り
の
中
に
複
数
育
成
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、

森
林
所
有
者
の
選
択
肢
が
広
が
る
と
と
も
に
、

よ
り
低
コ
ス
ト
で
効
率
的
な
施
業
や
長
期
的

観
点
に
立
っ
た
施
業
な
ど
が
推
進
さ
れ
て
い

く
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
提
案
型
の
取
組
を
早
期
に
普

及
さ
せ
て
い
く
た
め
、
森
林
所
有
者
に
委
託

を
働
き
か
け
る
「
森
林
施
業
プ
ラ
ン
ナ
ー
」

を
育
成
す
る
研
修
を
は
じ
め
、
様
々
な
研
修

や
現
地
検
討
会
等
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
ま

た
収
益
性
の
高
い
林
業
生
産
活
動
を
行
う
た

め
に
は
、
集
約
化
に
よ
る
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ

ト
を
活
か
し
、
路
網
と
高
性
能
林
業
機
械
等

の
一
体
的
な
組
合
せ
に
よ
る
作
業
シ
ス
テ
ム

や
列
状
間
伐
の
実
践
な
ど
に
よ
り
、
間
伐
等

の
作
業
コ
ス
ト
の
低
減
を
進
め
て
い
く
こ
と

が
必
要
で
す
。
高
性
能
林
業
機
械
の
稼
働
率

を
高
め
る
取
組
も
重
要
で
す
。
さ
ら
に
、
集

約
化
を
目
指
す
意
欲
あ
る
担
い
手
に
と
っ
て
、

森
林
所
有
者
や
境
界
等
の
情
報
が
不
可
欠
で

あ
る
こ
と
、
国
産
材
利
用
を
拡
大
し
よ
う
と

す
る
木
材
産
業
に
と
っ
て
国
産
材
原
木
の
供

給
可
能
量
の
情
報
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
こ
う
し
た
情
報
を
入
手
し
や
す
い

環
境
を
整
備
し
て
い
く
取
組
も
重
要
と
な
り

ま
す
。

森
林
所
有
者
か
ら
森
林
整
備
を
受
託
す
る

意
欲
あ
る
担
い
手
が
育
成
さ
れ
、
経
営
管
理

能
力
を
高
め
つ
つ
、
効
率
的
な
林
業
生
産
活

動
を
持
続
的
に
実
施
し
て
い
く
こ
と
は
、
原

木
の
安
定
供
給
を
継
続
さ
せ
、
国
産
材
需
要

を
拡
大
し
、
さ
ら
に
は
林
業
経
営
に
安
定
性

を
与
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
し
て
、
こ

の
こ
と
が
山
元
へ
の
収
益
の
還
元
を
通
じ
て

森
林
所
有
者
の
施
業
意
欲
を
い
っ
そ
う
高
め
、

ひ
い
て
は
健
全
な
森
林
を
育
成
し
て
い
く
こ

と
に
も
つ
な
が
る
の
で
す
。
今
、
こ
う
し
た

新
た
な
取
組
に
挑
戦
し
て
い
く
こ
と
が
、
林

業
が
将
来
に
わ
た
っ
て
健
全
な
森
林
を
引
き

継
い
で
い
く
た
め
に
不
可
欠
の
も
の
で
す
。
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Ⅰ　林業の新たな挑戦

図Ⅰ－22　施業提案活動及び施業を担う林業事業体等の
    想定される形態

施業提案活動と施業実施の主体

森林組合

素材生産業者

又は

大規模森林所有者

上記のタイプにおいて、木材産
業が積極的に連携する場合

森林組合

森林組合 素材生産業者

森林組合

素材生産業者

森林所有者への
施業の提案

タイプ

森林組合単独タイプ
森林組合が伐採作業の作業班や高
性能林業機械を有している場合等

森林組合が伐採作業の一部を地域
の素材生産業者に委託する場合等

森林組合が伐採班を有していない
場合や地域の素材生産業者が伐採
作業を行う方が効率的な場合等

意欲ある素材生産業者が経営規模
を拡大していく場合等
大規模に森林を所有する個人や企
業が、周辺の森林の管理も併せて
行っていく場合等

木材産業が自社の安定した原料調達
を目指して調達量や価格を設定し、
森林組合や素材生産業者等が行う提
案活動や作業と連携する場合等

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

そ
の
他
の
タ
イ
プ

森林組合＋
素材生産業者タイプー1

森林組合＋
素材生産業者タイプー2

素材生産業者や大規模森林
所有者が主導するタイプ

木材産業との連携タイプ

その他（以上の複合等）

（例）提案された
施業の実施

【多野東部森林組合（群馬県）】
　当組合は、平成18年度から施業提案型の集約化に取り組んでおり、全国平均よりも小規
模な森林組合ながら、現場を含めた職員全体でこの取組を進めるため、工程管理や単価設定
等のコスト管理技術の向上に努めている。
　平成18年度にはモデル団地として70ha の団地を設定し、森林所有者14名に施業内容やそ
の収支等を示した森林施業プランを提示し了承を得ている。19年度には、そのうちの30ha
において作業路網と高性能林業機械を用いた集約化施業を実行しており、森林所有者に収益
を還元するに至っている。今後は、施業結果の蓄積を提案時の単価設定等の精度向上に役立
てるなど施業提案のための技術の向上を図ることとしている。

【三次地方森林組合（広島県）】
　当組合の管内の森林は造林時期が遅く30～35年生が林齢のピークであり、平成18年度の
間伐による素材生産量も340m3とわずかにとどまった。しかしながら、今後は組合員への提
案型施業により集約化を図り搬出を伴う間伐を実行していくことを組合の事業の中心にして
いく考えである。また、森林所有者との間で信託契約を締結して森林経営全般を引き受ける
事業を平成18年度から実施している。
　今後は、間伐材等の売却益で森林整備の費用を賄うことにより森林所有者の負担を可能な
限り軽減し、さらに利益を配当することを目指している。

事例Ⅰ－10　提案型集約化施業への取組

施業提案活動及び施業を担う林業事業体等の想定される形態

森
林
が
持
続
的
に

管
理
さ
れ
て
い
く
た
め
に
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京
都
議
定
書
の
約
束
達
成
に
向
け
た
森
林
吸
収
源
対
策
の
加
速
化

地
球
温
暖
化
は
、
人
類
の
生
存
基
盤
に
か

か
わ
る
最
も
重
要
な
環
境
問
題
の
一
つ
で
あ

り
、
そ
の
防
止
に
向
け
国
際
的
な
取
組
が
進

め
ら
れ
て
き
て
い
ま
す
。
京
都
議
定
書
で
は
、

平
成
二
〇
年
（
二
〇
〇
八
年
）
か
ら
平
成

二
四
年
（
二
〇
一
二
年
）
ま
で
の
五
年
間
を

第
一
約
束
期
間
と
し
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

量
を
基
準
年
で
あ
る
平
成
二
年
（
一
九
九
〇

年
）
と
比
較
し
、
先
進
国
全
体
で
少
な
く
と

も
五
％
、
我
が
国
に
お
い
て
は
六
％
削
減
す

る
こ
と
を
法
的
拘
束
力
の
あ
る
約
束
と
し
て

定
め
、
そ
の
第
一
約
束
期
間
が
す
で
に
開
始

さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
六
％
削
減
約
束
の
達
成
に
向
け
て
は

一
三
〇
〇
万
炭
素
ト
ン
（
四
七
六
七
万
二

酸
化
炭
素
ト
ン
、
基
準
年
総
排
出
量
比
約

三
・
八
％
程
度
）
を
森
林
に
よ
る
吸
収
量
で

確
保
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
森
林
吸
収
源

は
温
暖
化
対
策
に
お
い
て
特
に
重
要
な
も
の

と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

森
林
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
吸
収
量
の
算
入

ル
ー
ル
で
は
新
規
植
林
や
適
切
な
森
林
経
営

が
行
わ
れ
て
い
る
森
林
等
が
対
象
と
な
り
ま

す
が
、
我
が
国
に
お
い
て
は
、
既
に
多
く
の

森
林
が
造
成
さ
れ
て
お
り
、
新
た
に
造
成
さ

れ
る
森
林
は
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、「
森

林
経
営
」
が
行
わ
れ
て
い
る
森
林
に
よ
り
、

吸
収
量
を
確
保
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
こ

の
た
め
我
が
国
の
森
林
約
二
五
〇
〇
万
ha
の

う
ち
半
分
近
く
を
占
め
る
育
成
林
に
お
い
て

間
伐
等
の
森
林
整
備
を
適
時
に
適
切
に
行
う

こ
と
に
よ
り
、
森
林
経
営
の
対
象
と
な
る
森

林
を
増
加
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
な
り

ま
す
。

平
成
一
九
年
度
に
改
定
さ
れ
た
「
京
都
議

の
展
開
等
を
図
り
つ
つ
、
間
伐
な
ど
の
森
林

整
備
を
は
じ
め
と
す
る
森
林
吸
収
源
対
策
を

加
速
化
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

62

第１部 森林及び林業の動向

（割当量報告書の提出）

　政府は、京都議定書目標達成計画に基づき、温室効果ガスの排出量及び吸収量

の算定のための国内制度を整備するとともに、平成18年（2006年）８月、その

概要を京都議定書に基づく我が国の割当量報告書として気候変動枠組条約事務局

に提出した（注）。主な事項として、平成２年（1990年）から平成16年（2004年）

までの温室効果ガスの排出量・吸収量、第１約束期間における排出量の割当量

（我が国は平成２年（1990年）の94％を５倍したもの）、森林の定義や森林経営

の具体的考え方等について報告した（図Ⅱ－２）。

図Ⅱ－2　我が国における森林経営の考え方

○　森林を適切な状態に保つために1990年以降に行われる森林施業

○　法令等に基づく伐採・転用規制等の保護・保全措置

更新（地拵え、地表
かきおこし、植栽等）

保育（下刈り、除伐等） 間伐、主伐

育成林における「森林経営」の考え方

天然生林における「森林経営」の考え方

（森林吸収量等の報告）

　平成19年（2007年）５月には気候変動枠組条約等に基づき、我が国の温室効

果ガス排出・吸収量の目録等を条約事務局に提出した。平成17年度（2005年度）

の総排出量は約13億5,900万二酸化炭素トンと算定され、これは基準年総排出量

と比較して約7.7％増加したこととなる。

（注）割当量とは、京都議定書において各国の第１約束期間（2008～2012年）における累積排出量が超えてはいけない枠を示すも
のであり、これをベースに６％削減目標達成の成否が判断される。この報告書において、我が国の基準年の排出量を12億6,100
万二酸化炭素トン、割当量は約59億二酸化炭素トン（５年分）として報告した。

定
書
目
標
達
成
計
画
」
に

お
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の

水
準
で
森
林
整
備
が
推

移
す
る
も
の
と
し
て
試
算

し
た
結
果
、
目
標
達
成

の
た
め
に
は
、
平
成
一
九

年
度
（
二
〇
〇
七
年
）
か

ら
六
年
間
に
わ
た
り
、
毎

年
二
〇
万
ha
の
追
加
的
な

間
伐
等
の
森
林
整
備
を
確

実
に
実
施
す
る
必
要
が
あ

る
と
し
て
い
ま
す
。
こ
の

た
め
、
新
た
に
「
森
林
の

間
伐
等
の
実
施
の
促
進

に
関
す
る
特
別
措
置
法
」

の
制
定
や
、
六
年
間
で

三
三
〇
万
ha
の
間
伐
の
実

施
等
を
目
標
と
す
る
「
美

し
い
森も

林り

づ
く
り
推
進
国

民
運
動
」
を
幅
広
い
国

民
の
理
解
と
協
力
の
下
に

展
開
す
る
こ
と
な
ど
に
よ

り
、
森
林
整
備
、
木
材
供

給
、
木
材
の
有
効
利
用
等

を
官
民
一
体
と
な
っ
て
着

実
か
つ
総
合
的
に
推
進
す

る
、
と
し
て
い
ま
す
。
引

き
続
き
、「
美
し
い
森も

林り

づ
く
り
推
進
国
民
運
動
」

我が国における森林経営の考え方

今
回
は「
平
成
十
九
年
度　

森
林
・

林
業
白
書
」
の
中
か
ら
、
特
集
テ
ー

マ
（
Ⅰ
章
）
で
あ
る
「
林
業
の
新
た

な
挑
戦
」
に
つ
い
て
、
そ
し
て
、
Ⅱ

章
で
あ
る
「
京
都
議
定
書
の
約
束
達

成
に
向
け
た
森
林
吸
収
源
対
策
の
加

速
化
」
に
つ
い
て
、
そ
の
概
要
を
紹

介
し
て
き
ま
し
た
。

白
書
で
は
、
こ
の
ほ
か
に
も
Ⅲ
章

と
し
て
「
多
様
で
健
全
な
森も

林り

づ
く

り
に
向
け
た
森
林
の
整
備
・
保
全
の

推
進
」、
Ⅳ
章
と
し
て
「
林
産
物
需

給
と
木
材
産
業
」、Ⅴ
章
と
し
て「「
国

民
の
森も

林り

」
と
し
て
の
国
有
林
野
の

取
組
」
に
つ
い
て
取
り
ま
と
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
森
林
、
木

材
産
業
、
国
有
林
の
各
分
野
に
つ
い

て
の
動
き
や
木
材
利
用
の
推
進
の
取

組
な
ど
、
今
回
の
誌
面
で
紹
介
し
き

れ
な
か
っ
た
多
く
の
内
容
に
つ
い
て

記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
是
非
、
ご
一

読
く
だ
さ
い
。

ま

と

め


